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真性のれんと虚構のれん
山崎佳夫
まえがき
資本充実の原則から，のれんの貸借対照表能力は疑問視されていたが，改正
商法がのれんに関する規定を新たに設けるに及んで一応の解決をえるに至った。
しかし，それはあくまでも任意規定であって，のれんの貸借対照表計上は積極
的には考えられていないようである。問題は，被合併法人の欠損金相当額を合
併法人の貸借対照表にのれんとして承継することが，認められるかということで
ある。資本充実原則は，税法においても強く作用している。とくに合併差損に
対する税法の定めには厳しいものがある。
真正のれんか虚構のれんかの判定は，所詮のれんの本質的把握にかかってく
ると思う。のれんを個別的資産項目とみるか，包括的評価勘定とみるか，はた
また両者の侠芽を認めるかによって結論は異なってくる。のれんに実体価値を
求めるとすれば，それを個別的資産項目に限るべきであろう。しかし，のれん
の多面的性格から，現実に直面して裁然と類別できないところに問題が残るよ
うである。
2 商法上ののれん
いうまでもなく旧商法においては，のれんに関する規定は設けられていなか
った。そこでこれについての見解が分かれていた。つまり，（1）資産として貸借
対照表に計上できないとする説（貸借対照表能力否認説）， (2）有償で承継取得し
た場合にかぎり，その取得価額を付することができるとする説（条件付承認説）
(3）有償であると無償であるとを間わず資産として評価し，貸借対照表に計上で
きるとする説（無条件承認説）等があった。それにしても資本充実の原則ないし
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実財産主義の立場からは，かかる不安定・不確実な項目を計上すべきでないと
する説が，むしろ有力であったにちがいない。
改正商法は，のれんの評価について，つぎのように規定している（285条ノ7）。
「暁簾ノ、有償ニテ譲受ヶ又ハ合併ニ因リ取得シタル場合ニ限り貸借対照表ノ資
産ノ部ニ計上スルコトヲ得此ノ場合ニ於テハ其ノ取得価額ヲ附シ其ノ取得ノ後
5年内ニ毎決算期ニー於テ均等額以上ノ償却ヲ為スコトヲ要ス」
すなわち，（1）のれんの評価は，有償で承継取得した場合にかぎり，取得価額
を付することができること，（2）資産として計上した場合には，のれんの取得後
5年内に毎決算期において，均等額以上の償却をしなければならないことである。
しかし商法は，のれんについては資産の部に計上しないことを原則とし，譲
受けまたは合併によって有償取得した場合にのみ計上することができるという
限定条件を課している。これによって，なおも債権者保護（資本充実原則）が図
られている。しかしここに，実財産主義から機能財産主義への進展の一端が窺
われる。
のれんを他の企業から取得する形態としては，営業の譲受け・現物出資・合
併のほか企業組織変更・競業禁止約款（covenantnot to compete）・組合員の
加入脱退等が考えられる。いずれにしても，のれんだけの譲受けというケース
は極めて少ない。また一般にのれんの取得価額自体を，独自に直接決定するこ
とは困難である。といっても，それは単純な貸借差額（balancingfigure ）で
あってはならない。商法上いわゆる自家創設ののれんおよび他人から無償で承
継したのれんを，資産として貸借対照表に記載することは許きれない。もっと
も会社解散の場合には，自己創設であると承継取得であるとを間わず，取引上
の価値があれば，のれんを評価Lて清算貸借対照表に記載することができる。
また商法は，のれんを不安定な項目と考えるところから，その取得後5年内に
償却しなければならないこととしている。さらに継承的有償取得ののれんを一
時償却すること，つまり資産の部に計上しないこともできる。不安定・不確実
な項目の早期消去は，債権者保護にとって合目的的てもるからであろう？
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のれんの資産性に関しては，第285条において「会社ノ貸借対照表及財産目録
ニ付テハ第285条ノ2乃至第285条ノ7ノ規定ヲ適用ス」と規定されていることか
ら，のれんが資産であることを前提としているとする説がある。これに対して
のれんは，資産というよりはむしろ繰延費用と解すべきであるとする説もある。
しかしながら，のれんは法津上の権利ではなく，企業の有している有利な事
実関係（企業の取引先関係・仕入先関係・金融関係・技術関係・経営の組織・
地理的関係等）にすぎず， またそれは財産価値を有するとはいえ譲渡性（tr-
ansferabil ity）に乏ししその換金性（realization）や換金価値（realizable
value ）が明白でないために，商法は特別規定を設けて，有償譲受または合併の
場合にかぎり，任意的に資産の部に計上することができるとしたのである。資
本充実の原則からすれば，のれんの資産性は，繰延資産（擬制資産fancyasse-
ts ）と同様，ポジティブには考えられていない。
問題は，欠損会社である被合併法人を救済するために合併し，その欠損金相
当額を合併会社の貸借対照表にのれんとして計上して承継することが，解釈上
認められるかということである。資本充実の原則は，法人に対して少くとも資
本の金額に相当する財産を保有せしめようとしている。したがって，合併法人
が合併によって受け入れる資産の価額よりも多額の株式等を交付することは，
明らかにこの原則に違反するものである。また現物出資説の立場からも批判が
なされている。
矢沢j享教授によれば， 「承継資産が消滅会社の簿価で承継され，換言すれば
一決算貸借対照表の評価基準によって評価きれ，従って真正な評価額を反映
せず，差損が右の簿価と公正な評価額との差額であれば，これは営業権として
資産化することが許きれるd これに対して「承継資産を公正な収益価値で評価
しでも，差額が生じるとすれば，それは額面以下の発行ないし不公正な価額に
よる発行であり，払込不足であって，資本の充実を害し，商法上認められず，
合併差損そのものが法律上存し得ないことになろう」と述べられている。しか
し教授のいう収益価値の内容は，純資産のみならず収益力を適正に評価するこ
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とによる基準であるとされるが，その計算の合理性に若干の疑義を免れない。
また大隅健一郎教授によれば，債務超過の会社が「損益計算を日的とする通
常貸借対照表において債務超過の結果を生じた会社という意味であるならば，
合併の本質を現物出資による会社の資本増加又は設立と解する現物出資説の立
場からでも，必ずしも常に合併が許きれないとはいえない。けだL，右の貸借対
照表には会社の有する積極財産でも無償取得された無体財産権・営業権（暖簾）
などの無形資産は計上きれないし，また固定資産の評価についても法律上特別
の制限があるから（旧商法285），…会社財産の全体としての価値が必ずしも消
極的であるとはいえないからであるりこれに反して，それが「純財産の確定を
目的とする貸借対照表において会社の積極財産の総額がその｛責務の総額にみた
ない場合を意味するのであれば，かかる会社は適法に合併をなしえないものと
解せざるをえない。もしかような会社を消滅会社とする合併を許すならば，そ
の合併により発行される株式については実際上は全然出資がないどころか，消
極の財産を出資して発行きれるものであって，資本充実の原則に反する不健全
極まる結果をみとめることとならざるをえないからである」とされる。
ところが実情は，逆にのれんとして不当に評価計上し，債務超過の会社すら
合併しているのである。なるほど破産になっても，まだのれんに相当の価値が
あることもありうる。のれんを評価すれば，プラスになる場合も観念的にはあ
りうるので，破産会社であるがゆえに合併できないわけはないという意見もあ
る。要するに，存続会社の増加した資本と準備金の額が，消滅会社から承継し
た純資産の額をこえる差額について，これをのれんとして計上することが許さ
れるかどうかということであるが，つぎにこれに関する税法の規定を探ってみ
よう。
注（1) 石井照久教授は， 「積極財産として物（商品・機械・土地・建物・工場等の動産及
ぴ不動産等）と，権利（物権・債権・有価証券・商標権・特許権等）のほか，財産的価
値ある事実関係（営業上の秘訣・得意先・創業の年代・名声等，いわゆる老舗または
暖簾）をも含」むとされる（「商法」商法総則・会社法90頁）。
(2) 第 285条ノ7の規定は，ドイツ株式法の規定に類似している。
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ドイツ株式法
第 133条（年度決算による評価）
⑤ 営業価値又は商号価値に付ては資産項目とすることを得ず。ただし，企業の
引受に対して為したる対価が引受当時に於ける企業の各財産の価値を超ゆるときは，
その差額は之を固定資産の項目中に，区分してのみ，記載することを得。計上した
る金額は，毎年度相当の減価償却または評価減に依りて之を償却することを要す。
西ドイツ株式法政府草案
第5章計算・利益処分
第1節年度決算書および営業報告書の作成
第 146条（年度貸借対照表における評価）
① 年度貸借対照表の各項目の評価については，次の各規定を適用する。
N 営業価値または商号価値については，資産項目を設定することができない。
ただし、 企業の譲受けに対してなした対価が譲受けの時におけるその企業の個
個の財産の価額の合計をこえるときは，その差額は，固定資産の項目の下に計上す
ることができる。その額は，他と区別して記載し， 5年以内に償却しなければなら
ない。
商号権は，少くとも計算規定の取扱い上は，のれんにふくめるのが正当ときれ
る（田中誠ニ「最新会社法論」下巻525頁，同説，矢沢i享・ジュリスト・ 247号，上
回明信「改正会社法と計算規則」 83頁，吉田昂「改正会社法」 137頁）。
(3) 大住達雄「企業会計講話」 39頁
(4) 吉田昂氏は， 「日寺の経過によりのれんもその内容を一変する点からみれば，譲り
受け当初ののれんは数年後には消滅L，新たなのれんが発生すると解するのが穏当
であり，その償却期間も開業費・開発費と同様5年とすることが均衡上相当である」
ときれる（前掲書」 138頁）。
一般的にのれん償却必要論は，つぎの根拠に立脚している（久野秀男「無形資産会
計序説」 62頁）。
① 資産に計上され，貸借対照表能力を有するものは買入のれんであり，その価
額は支出原価額である。
② 買入のれん代価決定に当って，超過利益の継続期間が予め有限なものとして
考慮、きれており，また企業開競争は，明らかに超過利潤平準化の現象をもたらして
いる。
③ 超過収益力が永続する場合でも，それは買入のれん自体の継続を意味するも
のではなしそれは，新たなのれんの発生すなわち自己創設のれんの顕現に外なら
ない。
④ したがって，寅入のれんを償却しないと 1 結果的に，自己創設のれんを資産
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化したことになり，会計制度ないし会計学の一般的通念に反することになる。
なお英国においては，のれんは事業の継続によって，その価値を増加することが
あっても，減損することはないという論拠から．伝統的に償却不要論が支持されて
（補注）
おり，それは米国にも強い影響を与えている。米国税法は，課税所得の算定上，の
れんについてその減価償却費の損金算入を否認している。また費用償却説・利益償
却説・再評価説（periodicremeasurement）は，償却の是非をめぐる論議の所産で
ある。
企業会計原則には， 「無形固定資産は，一定の償却方法によって償却し，その未
償却残高を記載するものとする」とある（第3の4(1)8）。なお財務諸表準則26条，財
務諸表規則30条，商法規則17条参照。それにしても定率法による間接償却法を採用
しではならないとする論拠は，稀薄なようである。税法において営業権は，いわゆ
る自由償却として定型的な計算方式にはよらない（法令48I⑤）。
(5) 上回明信・財政経済弘報.942号
(6) 吉田昂「前掲書」 137頁
(7) のれんは不動産でも動産でもなしまた債権，無体財産権にも属しない（大住達
雄「前掲書」 38頁）。
(8) 矢沢淳「企業会計法講義」 57頁
(9) 大隅健一郎「会社法の諸問題」 370頁
承継純資産の価額が増加資本額未満の場合の合併の効力について，つぎのような
判決がある。 「本件仮契約ハ資産カ資本額ニ伴ハサル株式会社ノ設定ヲ目的トシタ
ルモノト云フヘク従テ之ヲ承認シタル総会決議ハ当初ヨリ資本ノ充実セサル株式会
社ノ設立ヲ目的トスル違法アリト云フヘク無効タJレヲ免レス既ニ合併仮契約承認／
決議カ無効ナル以上ハ其遂行ノ為メニセル決議モ亦無効ナリ」 （大正3年4月神戸
地裁）
(JO）上回明信・合併手続・ 18頁
補注 ロンドン大学のH・C・Edey教授によれば，のれんの特質が維持されつつあるか
どうかを確める明確な方法は存しない。したがって，この要因にもとづく企業の
見透しにおける変化は，これを損益計算上考慮することはできない。それが除々に
減退しつつあるか，あるいは増大しつつあるかは，企業内部の人々にとって充分明ら
かであるかもしれないが，それは直ちに数字化できる種類のものではないとされる
(Business Budgets and AccQ.unts, 1959, P. 136）。
3 虚構のれんと税法
営業譲渡により他から取得した営業権の価額が適正額（時価）をこえている場
- 6ー
-92-
合，その超過する部分の金額については，その営業譲渡にともなう資産の高価
買入れとみて，それに相当する額の贈与等があったものとして取り扱われる。
もっともこの営業譲渡に関連して，営業権を計上する特殊なケースとしてつぎ
の場合がある。
「法人が他の法人の営業の全部又は重要な一部を譲り受けるために当該他の
法人の株式を取得し，当該他の法人の営業の全部又は重要な一部を譲り受けた
後，当該他の法人の解散により残余財産の分配を受けた場合又は当該他の法人
の株式を譲渡した場合において，その分配を受けた残余財産の価額の合計額又
は譲渡価額が分配直前の帳簿価額（その分配が2回以上にわたってなされたもの
であるときは，その分配前に分配を受けた金額を加算した金額）又は譲渡直前の
帳簿価額に満たないときは，その満たない金額に相当する金額を営業権の取得
のために要した金額として資産に計上するものとするω （昭32直法1-13併国
別通達143)
現物出資にともなって生ずる営業権についても，過大な現物出資は否認され，
その資産の出資当時における時価をもって出資の価額とし，その価額を超過す
る部分の金額は，たとい営業権の科目で資産に計上きれていても，資本の払込
みがなかったものとして取り扱われる（法人税法基本通達35民1）。
合併の場合に，合併法人の純資産の受入価額が，被合併法人の株主に対して
交付した株式の払込金額および金銭の総額に達しないときには，合併差損が生
ずる。これは合併受入に当って資産の評価減が行われたか，または被創井法人
に欠損金があったかによるのである。
まず合併に際し，受入資産の時価が受入価額をこえるとき，つまり受入資産
に含みがある場合には，そのこえる金額の範囲内において評価損が計上きれたも
のと認め， したがってその時価に達しない部分の金額については評価減を否認
し，なお合併差損があるときには，その残額は資本の払込みがなされなかった
ものとして取り扱うのである（基本通達155）。
ところで税法における資本充実の原則は，きらに被合併法人の欠損金につい
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ても，これを承継しないものとしている（基本通達84）。この意味で税法は，完
全な人格承継税に立つものではない。そこで，実質的には欠損金であるものを，
資産の評価によって補填している場合，すなわち，純資産の受入価額が合併の
ときにおける価額をこえる場合には，その超過額は時価をこえるから否認きれ，
まず積立金の引継ぎがなかったものとし，なお残額があるときは，資本の才~
みがなかったものとして取り扱われるのである（基本通達156）。
同様に，被合併法人の欠損金をのれんとして引き継ぐことも，被倒井法人の営
業上明らかに営業権の価値がある場合のほかは，認められない。営業権として
の実体を有しない単なる欠損金を営業権として認めるとすれば，償却を通して
結局，合併法人の所得金額から被合併法人の欠損金が控除きれることとなるか
らである。ちなみにこの場合，欠損金の繰越控除の特典は消滅する（基本通達
80, 84）。
税法上，合併差損について，以上のような取扱いが定められているのは，受
入資産の評価を通じて実質的に被合併法人の欠損金が引き継がれるのと同じ結
果をもたらすのを防止するにあるとされる。しかし，税法上の営業権は，超過
収益力の資本還元方式によりその評価額を定めることになっている。それは実
体的な価値を有していることが必要ときれる。そこで被合併法人に一般企業の
平均利益を上廻る超過収益力があって，それをもってのれんを評価するとすれ
ば，その価値も客観性を有することとなるから，欠損金の有無にかかわりなく
合併に際してのれんが資産計上きれることもありうるように思われる。
注（1) 武田昌輔「新商法と税法」 319頁
「社員（株主又は社員はもち論これと親族，使用人等特殊の関係あるものを含む。
以下同じ。）の所有資産を不当の高価で買入れた場合においては，その買入金額のうち，
時価を超過する部分の金額は，これを原則としてその社員に対する利益処分による賞
与（以下給与という。）とするU （法人税法基本通達355(2))
(2) 合併差損の発生原因として，ほかにつぎのものが考えられる（小宮保「欠損法人の合
併・買収等と法人税（完）」企業会計7巻8号）。
① 割当比率の関係で被合併法人の純資産の実務価値をこえて新株が交付きれる場合。
?
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これは通常の場合は考えられないが，合併法人が繰越欠損金を有する場合に，理論的
には起りうる。
②被合併法人ののれんの価値が合併法人ののれんの価値に比し相対的に大きいた
め，被合併法人の株主に対する苦手j当比率が有利になる場合。
(3) 被合併法人が欠損金と積立金とを両建している場合には，まず欠損金は積立金と棺
殺し，なお残額のあるときは資本積立金と相殺するものとする（基本通達152）。
忠佐市氏によれば， 「通達の表現は…受入資産負債の価額を個別的に判断して合併
時の時価をこえる部分の受入価額を否定する結果，不表現の合併差額が生じている場
合をも想定していることは，商法総則上の時価以下主義を根拠としているところから
もうかがわれる」といわれる（「税務会計法」 426-427真）。
(4) 税法において合併とは被合併法人の人格の承継であり，そこにのれんの計上を認め
ることは，自己創設ののれんを自由に認めることに等しいという説もある（小宮保「前
掲稿」参照）。
(5）営業権の価額は，次の算式によって計算した価額と課税時期を含む年の前年の所得
の金額（営業権の価額が相当高額であると認められる著名な営業権については，その所
得の金額の3倍の金額）とのうちいずれか低い金額に相当する価額によって評価する
（昭39直資56通達「165」）。
平均利益金額×0.5 企業者報酬総資産価額×0.08＝超過利益金額
超過利益金額×営業権の持続年数（原則として10年とする）に応ずる年8分の複利年
金現価率＝営業権の価額
（注） 10年による年8分の複利年金現価率は， 6.71である。
次に掲げる超過利益金額が少額な営業権等の価額は，評価しない（向上通達「167」）。
①165 （営業権の評価）の算式によって計算した超過利益金額が5万円未満の企業の
営業権
②通達「166」の（1）の定めにより計算した平均利益金額が200万円未満の企業の営業
権
③開業後10年（他人よりその企業を継続した場合は，その他人の営業期間と通算して
10年とする。）に満たない企業の営業権
④医師，弁護士等のようにその者の技術，手腕または才能等を主とする事業で，その
事業者の死亡と共に消滅すると認められるものの営業権
(6) 高瀬博士は， 「経営方法の布lj新を図ることにより，答易に莫大なる収益を挙げ得る
に至るべき見込十分なる如き場合に於ては，仮令現在欠損を重ねつつある営業に於て
も亦グッドウヰルは存在し得べきである」と述べられ，かかる潜在的グッドウヰル（L-
atent Goodwi I ）・睡眠的グッドウヰル（DormantGoodwill ）または予想的グッドウ
9-
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ウヰル（AnticipatedGoodwill ）の具体例として，鰹節商にんべん高津商店のケース
を挙げておられる（「前掲書」 42 43頁）。
沼田嘉穂教授によれば， 「被合併企業の過去の超過収益力の事実を根拠とし，なお
将来の持続期間等を推定して，それらの要素を基礎として，単独に評価すべきである。
このため合併差益または合併差損とのれんとが両建計算となっても少しも不合理はな
い」とされる（精説「会計学」 241頁）。
4 のれんの多面的性格
企業会計原則は，のれんに該当するものを営業権と称し，（1）営業権は，特許権
・地上権・商標権等の無体財産権と同様，無形固定資産の lっときれ（貸借対照
表原則4の（l)B），無形固定資産は，有償取得の場合にかぎり，その対価をもっ
て取得原価とすることが認められている（向上5のIE）。財務諸表規則による
と，営業権を除く無形固定資産は，有償取得または有償創設されたものにかぎ
り貸借対照表能力を認められるが，営業権は，有償取得したものにかぎり貸借
対照表能力が認められている（財務諸表規則27条，同取扱要領75,76）。
のれんは，人的・技術的・立地的・金融的ないし資本的な，いわば資本主
義経済社会における独占諸条件によってもたらされたものであって，法律上の
独占条件によってもたらされた工業所有権および各種の財産専用権である「そ
の他の無形資産」と区別きれる。しかし無形資産としての共通な属性は，独占
的超過利益の資本化現価であるとみられる点にある；2)
自家創設のれんの資産性ないし貸借対照表能力が認められないのは，保守的
な配慮や評価測定の困雑性もしくは不可能によるというよりも，根本的には社
会制度としての財務会計本来の職能に由来している；3）ちなみに，のれんを「将
来の超過収益の期待に対する前払い」に限定する説もある了）
きて買入のれんの基本的属性については，きらに見解が2つに分かれる。 1
つは，のれんを個別的資産項目（seperateand distinct asset) とみる説であ
り，他は調整計算項目（reconcilingelements ）あるいは包括的評価勘定（m-
aster valuation account）とみる見解である。前者には愛顧説ならぴに超過利
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益還元現価説がふくまれる。後者は，被買収企業のふくみ資産が，特定資産に
付価できない形で，のれんとして包括的に顕現したものであるとみるのである。
E ・ S・へンドリクセン（Hendriksen）にしたがって，（1）愛顧説（2）超過利益
還元現価制3）包括的評価勘定を敷桁すれば，つぎの通りである；5)
(1) 愛顧説（theValuation of Favorable Attitude toward the Firm) 
のれんは，有利な事業関係・良好な従業買関係・好意的な顧客の態度か
ら生ずると屡々考えられている。これらの好意的な態度は，有利な立地，
秀れた評判・名声，独占的権利，立派な企業経営およびその他の要因によ
るかもしれない。この特別の態度という接近法（approach）の誤謬はこれ
らの特性の大部分が，将来における超過利益の可能性を提供するという理
由だけで，それらが特定資産に続ぴ付き，あるいは価値をもっということ
である。特種の態度・属性の列挙表示は，のれんの定義・評価に対して意
味深い接近を提供しない。ある好意的な態度は，有形資産の評価にふくま
れるべきであり，他は特種の無形資産として別個に分類されるべきであり，
残り（これこそのれんと呼ばれうるもの）は期待きれる超過利益の資本化価
値を表わす了）
(2) 超過利益還元現価説（thePresent Value of Excess Earnings) 
のれんの性格・評価に対する通常の接近は，のれんを，正常の利益をこ
える将来の予想利益の割引現在価値を表わすと考えることである。のれん
のこの評価における重要な措置は，①のれん以外の他の特定資産の評価（原
価もしくは他の基準）の決定，②将来利益の最も可能な額の見積り，③のれ
ん以外の資産における投資に対する通常の収益率と考えられるものの決定，
④承認された割引率を適用することによって超過利益を資本化することで
ある。予想超過収益の資本化価値が，買入のれんの額をこえる場合，のれ
んの原価のみが記録されるべきである。残額は記録きれないのれんを意味
する。しかしながら，資本化価値が買入のれんの額より小である場合，資
本化価値のみが，のれんとして記録されるべきである。残額は，通常の利
，?，?
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益をえるための，投資家側の犠牲を意味するか，あるいはそれは，投資家
側の誤った判断の結果である。いずれの場合においても，超過支払額は損
失を表わすのであって，のれんの一部もしくは他の資産として記録きれる
べきではない。しかしながら， 1つの場合に原価で記録し，他の場合に低
い資本化価値で記録することは，一貫しない。理論的見地からは，資本
化価値が，すべての場合に用いらるべきである。しかし買入価格は，売手
がえることのできると考えた最高額であると論ぜられる。したがって，反
対の明白な証拠のなH かぎり，買入価格が，恐らくのれんの資本化価値の
最良の証拠であろう了）
(3) 包括的評価勘定（aMaster Valuation Account) 
のれんは，通常の意味において，いやしくも資産であるのか。.J. B. 
カニング（Canning）は疑問をもち，のれんを包括的評価勘定とみようとす
る（TheEconomics of Accountancy 1929 P. 42）。あらゆる資産は，将
来利益の流れと現金の流れに貢献すると期待きれるので，会社に対して価
値を獲得する。したがって，会社の全価値は，この利益の流れを生ぜしめ
る特定資産に割り当てられるべきである。もし期待される利益の流れが増
加した場合，この増加に貢献したすべての資産もしくは特定資産の価値は，
以前より大きな価値をもつことになる。しかしながら，一般に，特定資産
に，会社の全部の価値を割り当てることは可能でない。したがって，割り
当てられない価値が，のれん，すなわち包括的評価勘定として記録きれる。
いわゆる連結のれん（consolidatedgoodwill ）は，積極のれん（positiveg-
oodwill）のみならず消極のれん（negativegoodwill）としても考慮きれる。積
極のれんの性質については，子会桂の資産内容が健全であり，収益力が充実し
ている場合は，真正のれんとして資産の実質を有するであろう。これに反して
子会社の営業内容がよくない場合には，資本勘定に対する控除的評価勘定の性
質をもった虚構のれん（falsegoodwill ）となるであろう。消極のれんについて
は，子会社の資産の評価額が適正であると認められる場合は，連結利得（cons-
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olidated income）を表わすが，子会社の資産評価額が適正を欠き過大芝
あると認められる場合には，資産に対する控除的評価勘定としての減価引
当金とみるべきであろう。
しかし，いずれの場合にしても，個別的資産項目とみるよりは，むしろ
調整計算項目ないし包括的評価勘定とみた方が適切なケースが多い。
へンドリクセンによれば，連結のれんは，包括的評価勘定として，特定
の有形資産や無形資産に配分できない金額のみをふくむべきであるとされ
る。特定資産が，従属会社の帳簿上過小表示されている限度まで，それらは
連結貸借対照表において上向きに修正きれるべきであり，連結損益計算書
は，適正な減価償却額を計上するために修正きれるべきである。他方，投
資原価が，従属会社の正味資産における親会社の持分より小である場合，
同様の手続が勧告きれる。従属会社の正味資産は，親会社の原価をこえて
連結財務表へ書き込まれるべきではない。特定資産は，適当な時，切下げ
修正きれるべきである。そして残りの差額は，これを消極的評価勘定に記
録し組織的に償却することができる了｝
被合併会社の財産内容の認識および評価に関しては，帳簿価格を離れて，
それらの実態調査にもとずいて公正・妥当な承継財産の範囲ならぴに評価
額の決定を行なうことにより，調整計算要素のすべてを排除して，真正なの
れんの実体価値を決定するように努力すべきである。かくして計上された
のれんは，個別的資産項目として本来ののれんとみなすことができるであ
ろう？
被合併会社の欠損金をカバーする目的で無価値に等しいのれん勘定を設
定することは，資本構成上の欠触を意味するから，直ちにこれを是正するため資
本勘定（資本剰余金）と直接相殺すべきである。また合併等の際，諸種の事
情から判断して，何ら収益力の増大に寄与しないようなのれんを計上する
ことも，やはり虚構のれんの創設と言わなければならないであろう。
のれんは，資本主義経済体制下における錯綜した経営外的・内的独占諸
。
?
，?
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条件によって存立するものであって，実体価値の強弱やその安定性は，個
個の事情によって異なり，経済の発展に照応して極めて他律的・流動的で、
ある場合が多い。したがって，その性格は多面的であって一義的には定ま
らないのが実状であるから，これを画一的に理解しようとすること自体に
問題があるのかもしれない。真性のれんであるh 虚構のれんであるかの
判定の困難性も正にここにある。
i主(1) 山下勝治教授によれば，営業権の内容は一定の場所で一定の商号を用いて営業をな
しうる権利にほかならず，正常以上の収益をもたらすということが営業権成立の原
因であり，そこに始めて無形の財産的価値をもつものが生ずる。営業権とのれんない
しグッドウイルとが同一視きれているが，両者は必ずしも完全に一致する概念ではな
いときれる（神戸大学編・会計学辞典）。また営業権は，酒造業や運輸業におけるごと
し免許制営業をなし得る権利と解きれる場合がある。
(2) 高瀬荘太郎博士によれば，のれんは広義に解きれその本質は，企業の超過収益獲得
能力の帰属すべき独占的営利の機会自体にあると考えられている。そして，企業の独
占的営利の機会を形成せしめる条件として，つぎのものを挙げておられる（グッドウヰ
ルの研究」 57, 49 56, 89, 200-201頁）。①人的条件（技術的独占）②地域的条件（自
然的独占）③法律的条件（強制的独占）④経済的条件（資本家的独占）
これに対して占部都美教授は，上に挙げられた諸条件のすべてが必ずしも独占的営
利の機会を形成するものではないとする。のれんの本質は企業の独占性にあるのでは
なくて，物的な生産手段を組織化し，これをまた市場機会に永続的に結合するところ
の組織価値にあり，組織価値が企業の平均収益力を超えて，超過収益力の獲得に貢献す
る部分がのれんを形成するものときれる（「暖簾の現代的意義」会計74巻6号）。
野崎富f乍教授にあっても，法律的グソドウィルおよぴ地域的グソドウィルはそれぞ
れ法律上の権利を表わす名称および土地・借地権（地H雀）等の勘定科目を使用するを可と
するが，人的グッドウィルおよび資本家的グソドウィルは，具体的なる権利もしくは
物件をもって勘定科目とすることができないから，グッドウィルなる名称をそのまま
勘定科目名に使用するのが普通であるといわれる（中央経済社「実践経営ハンドプソ
ク」）。
Al.C.P. A によれば，無形資産は，減価償却にかかわりをもたせた技術的な
観点から，大きく 2つに分類される（AccountingResearch and Terminology B-
ulletins, Final Edition, 1961, Chap, 5 Intangible tssets ）。
(a）法律・規則（regulation）・契約（agreement）あるいはその性質によって，限られ
た存続期間をもつもの〔特許権・著作権・借地権・免許（licenses）・一定期間の営
14 
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業特許権（franchises）・存続期聞の明らかなのれん等〕
(b) 限られた存続期間をもたず，それについて取得時に，明確な耐用年数の徴証（ i-
ndication）のないもの〔一般ののれん・継続価値（goingvalue ）・商号・秘密の製
法・予約名簿（subscriptionlists ）・永代特権・創業費等〕
(3) 久野秀男「無形資産会計序説」 127頁通説によれば，①発生のれんは除々にその価
値を増加するものであって，これを資産に計上すべき機会がない。②会計の目標であ
る年度決算は個司の資産について評価を行なうのであって，事業全体の評価を問題と
するものではない。③発生のれんについては特殊の対価を支払わないから，原価主義
の立場からも資産性が与えられない（太田哲三「新稿会計学」 80頁）。
(4) 太田哲三「国定資産会計」 288頁
(5) E. S. Hendriksen, The Methodology of Accounting Theory, pp. 345-349. 
(6) のれんは，企業にかかわる有利な属性（favorableattributes）のすべての価値て、あ
る。商業的のれんは，顧客の態度・秀れた生産物・心地良い環境・望ましい立地条件
のような要因から生ずる。産業的のれんは安定した雇傭・高い賃銀・その他多くの利
点をふくむ満足すべき従業員関係から得られる。財務的のれんは，信用機関・投資家
・取引債権者の好意的態度を反映する。公共的のれんは，会社の一般的評判から生ず
る。また政治的のれんをもっ可能性もある（Accountants' Handbook edited by R 
Wixon 19・14, Yang, Goodwill and other Intangibles, 1927 Chap. I）。
高瀬博士は，かかる「心理学説は事実の本質に関する鋭き分析を鉄けるが為めに，
所有の対象として考察せらるべきグッドウヰルなる財産そのものと，その生成に惰伴
する人間の心理若しくは行動とを混同せるところの謬見である」ときれる（「前掲書」
26-27頁）。
(7) 高瀬博士においてのれん価格の決定方法は，つぎのように大別きれる（前掲書」 240
頁）。
① 営業量基準法
（年数法（直接法）
普通純益基準法｛l 還元法（間接法）（永久年金公式法）
② 純益基準法｛ ' 
［年数法（直接法）
超過純益基準法J I有期年金公式法l還元法（直接法） ｛ 、 i永久年金公式法
③ 株式市価基準法
(8) 久野秀男「前掲書」 98 100頁
(9) 孔 A Finney ＆比 E. Millerは，特定資産の上向き修正や切下げ修正およびのれ
ん価値の算定の困難性から，つぎのような代替的項目の採用を開示している（Prin椙
ciples of Accounting Advanced, p. p. 441, 413）。
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「従属会社株式の原価が，取得日のその帳簿価格をこえる額」（Excessof cost 
of subsidiary stock over book value thereof at date of acquisition) 
「取得日の従属会社株式の帳簿価格れその原価をこえる額」（Excessof book va・
lue of subsidiary stock at date of acquisition over cost thereof) 
(I耐久野秀男「前掲書」 68頁
江村稔教授によれば， 「実質上，合併差損と解きねばならない金額を『のれん』と
することは認められないとしても，繰延資産をはじめとする損益計算的資産が「のれ
ん』となるようなことも扮除きれねばならないであろう」ときれる（「合併会計の盲点」
産業経理29巻7号）。
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